都心立地高層大学キャンパスの地震災害リスクマネジメント

工学院大学･震災対応検討調査

１．はじめに；検討調査の背景･目的･目標

工学院大学が立地する首都圏は、人、モノ、機能情報などが高密度に集積している一方、3枚のプレート(太平洋、フィリピン、北米)が交わる地震活動が活発な地域であり、かつて1923年関東地震によって大規模な被害を経験している震災リスクの高い地域となっている。最近もやや強い地震が時折発生し、昨年7月23日には都内などでエレベーターの運転停止や交通機関の運行停止、混乱などが多数発生し、その影響は長時間、広範囲に及んでいる。

近年、首都圏ではマグニチュード7クラスの直下地震災害発生の可能性の高まりが指摘されている。また、切迫性が指摘されている東海地震や東南海地震･南海地震の巨大地震に伴う長周期地震動が増加を続ける超高層構造物などに及ぼす影響も懸念されている。
キャンパスや地域の震災リスクを評価･分析し、対応策の立案・整備が必要である。

1995年阪神･淡路大震災(兵庫県南部地震)は、直下地震の破壊力の激しさをまざまざと見せつけ、近代都市の災害脆弱性を顕在化させて震災対策の重要性を広く社会へ認識させた。

また、大規模な災害では警察、消防、自治体などの災害対応活動を担う公的機関も施設や人員も被災する可能性が高く緊急時の迅速な支援を期待することが難しくなることも明確にした。従って、大規模な災害の緊急時には自らを守る自助行動、周辺や地域社会と連携･協力する共助活動がとりわけ重要である。すなわち、自己責任で自らを護り、さらに周辺との連携によって被害を軽減し拡大を抑制することが必要である。

災害へ無防備状態では、非常時において的確な対応は難しく混乱を増大する可能性が高い。

災害緊急時の行動規範が定められ、組織の成員へ周知を図ることが求められる。また、適正な訓練により緊急時の対応能力の向上を図る必要がある。

大学は、研究・技術開発、教育の多面的な役割を持つ組織であり、それゆえ多様な環境で構成されている。また、一般に研究科・学科の組織と教官にはそれぞれの独立、独自性が求められ、その反面で連携･共同行動がとりにくい特性･傾向がある。
また、教官、職員は多くの学生に対する安全･安心の責務を有している。
2． 都市震災事例から学ぶ

－1995年阪神・淡路大震災における被害と緊急対応期の状況概要－
阪神・淡路大震災は、近代都市における災害対応の課題の多くを顕在化させた。しかしながら震災から10年以上が経過して一般社会の記憶や関心は薄れつつあり、経験、教訓の継承も期待しにくくなってきている。
事例から学ぶことは重要であり、近代都市震災としての｢阪神･淡路大震災｣について被害と緊急対応期の状況を被災地の地理的､社会的な環境､背景を考慮しながら概観してみる。

阪神地域とその周辺は､地震､防災研究者の一部が震災の危険性について警告していたが一般にはほとんど注意が払われていなかった。それまで数十年来､阪神地域では有感地震もほとんどなく､地震災害に対しては無防備な状態であった。

２．１　被害と対応の概況

(1) 地震特性と発生時の環境

地震の発生は､「成人の日」を含んだ三連休が終わった1月17日午前5時46分で､まだ暗く社会システムはほとんど動いていなくて､大多数の住民は就寝中か目覚めたばかりの状態で直下に発生したM=7.2(JMA)の激しい地震の直撃を受けた。

(2) 主な被害

緊急対応活動と関連する被災地の主な被害状況の概略について整理する。
1 人身被害

直後の死者･不明者数は5200人を超え､その後の関連死までを含めると6400人を超えた。負傷者は4万人を超え､30万人を超える住民が住まいを失った。

死者の多くは、倒壊した建物による圧死、窒息死であった。

2  建物被害

激しい地震動を受けて倒壊､大破建物が帯状に連続したいわゆる“震度7”の震災の帯を形成した。

全壊：93,181棟

半壊：108,439棟

一部破損：230,299棟

全焼：6,982棟

半焼：89棟

部分焼：299棟

3  ライフライン施設被害と機能障害

いわゆるライフラインの被害が緊急対応行動に大きな支障を与えた。主な被害とその影響を概観してみる。

電力；激甚被災地を含む広域（約260万戸）で停電状態に陥り､電力を動力源とするエレベーター、情報・通信機器、空調機器、多機能電話など多くの機器が機能停止状態になった。夜明けまでの間、暗闇の中での捜索、救助などの対応行動となり本格的な動きは明るくなってからとなった。電力供給の応急復旧活動が早くから行われ停電地域の解消は比較的早かった。

通信；電話ケーブルや中継アンテナ、中継所など施設被害でネットワークが被災し（３０万戸超で電話が不通）、通信機能が大幅に低下した上に緊急制御と安否確認など急増するニーズ（通常時の５０倍を超えた）で著しい輻輳状態が続いた。衛星通信中傾斜の投入や臨時公衆電話の開設が行われた。

ガス；埋設ガス管が被災して各所で漏洩した。ガス；給停止処理に手間取った。

埋設ガス配管の被害個所の発見､配管内への泥水の混入処理などの難しさに加え供給再開には安全確認の手続きを必要として機能回復には時間と労力を要した。

水道；埋設水道管が各所で破断して漏水し､断水状態に至った。断水状態は直後から発生した火災の消火活動に大きな支障となった。

断水は､更にその後の生活(飲料水､炊事､ﾄｲﾚ用など)に大きな影響を与えた。

埋設配管の被害個所の発見､交換修理などで給水機能の全面復旧には時間を要した。

交通輸送

道路；高架橋が各所で重大な被害を受けたほか一般道も陥没や段差が生じた上に周辺の倒壊家屋で封鎖状態になるなどで通行不能個所が各所で生じた。

幹線道路は国道2号線が、段差などがあったものの通行は可能であったが周辺からの安否確認などの車両が集中して緊急車両の利用も困難な著しい渋滞となった。

鉄道；新幹線､在来線とも高架橋､線路が被害を受けた。新幹線は運行開始直前で車両､乗客の被害を免れた。在来線は運行されている車両は少なかったが脱線などの被害を受けた。

駅舎も被害を受けた。

港湾；貿易中継基地としての役割を担っていた港湾施設も液状化により大きな被害を受け､荷役作業ができなくなった。貿易中継機能は国内ばかりでなく国外へ移動した。

下水など処理機能；下水管が破損したほか汚水処理場も被害を受け､隣接河川を封鎖して汚水を貯める緊急処置が行われた。

(3) 震災への対応行動；

①　被災地の一般住民､地域社会の対応

想定されていなかった災害であったために被災地は激しい揺れや停電で混乱状態に陥った。多くの住民が損壊した住宅､家具の下敷きとなった。かなりの人は自力で脱出したがそれでも多数の人が閉じ込められた。まず､暗闇の中､家族､肉親､知人の安否確認が行われた。在宅者がそろっていた有利な時間帯であったが､それでも地震に対してほとんど無防備な状態であったから安否の確認はかなり手間取った。近隣住民の連携で救出活動が行われた。

同時に各所で火災が発生し､延焼拡大して一部の建物の下敷きとなった人たちが火災に巻き込まれたが､不幸中の幸いで無風状態であったので1923年関東地震の時の様に被災者が拡大する火に追われて逃げ惑う事態とはならなかった。水道管路が各所で損壊し､断水状態に陥ったために消火用水の確保が困難になった。

道路は交通規制をする間もなく､避難者と周辺地域からの肉親､知人の安否確認の車で渋滞状態となった。負傷者の医療機関搬送活動や周辺地域からの消火活動支援の消防隊や警察､自衛隊の支援部隊が被災地に入る障害となった。

被災した住民は､無事あるいは軽微な被害と判断した近くの学校などの公共施設へ避難した。避難先は災害時の避難場所として想定されていないところもかなりあった。倒壊した建物や落下･散乱物で封鎖状態の道路も各所で生じ､また火災が延焼する中での避難であったが強い余震が続かなかったことや風がほとんど吹いていなかったことが幸いし､一斉避難や逃げ惑いの混乱を免れた。

避難場所には大勢の避難者が集中し過密で劣悪な環境となった。とりわけトイレの問題は深刻であった。高齢者などのいわゆる災害弱者へ問題がしわ寄せされた。
被災者の行動経緯や避難所･仮設住宅などにおける生活問題については別途議論される必要がある。

②　緊急対応中枢機関

災害時の状況の把握､意思決定､体制の編成､対応指揮など緊急対応活動中枢､中核を担う諸機関自体も建物､設備､人的な被害を受け混乱は免れなかった。そのため緊急出動､活動は制約を受けた。

a)　行政機関

被災地域の自治体行政機関(県､市､町)は災害対応の中枢としての役割を期待される。市役所などは無人状態であった。トップ、幹部の参集、災害対策体制の立ち上げ、動員、派遣、指揮等の初期行動には自治体により差があった。庁舎などの施設も被害を受けた。

被害状況(数量)の把握に手間取り､中央政府､近隣自治体などへの連携･支援要請も遅れた。

b)　消火､Search & Rescue活動；消防､警察の活動

消火､捜索､救助活動の中核を担う消防､警察も建物､設備､スタッフが被害を受けた。消防の119番通報システムが故障して一斉無言電話状態がしばらく生じた。

当直部隊などがすぐに活動を開始し､それ以外の隊員も参集したが､同時多発火災と多数の被災者の捜索･救助活動へ対処するには限界があった。

消防隊員､特に宿直していた場合は自宅や家族､肉親などの安否や被災状況が不明の中の活動で使命と不安感の精神的葛藤を抱えて行動した。

倒壊家屋などによる道路封鎖状態､断水による消火用水不足が活動を更に制約した。

災害対応の前線ともいえる派出所勤務の警察官は､住民からの要請の捜索､救助に忙殺され被災状況の報告すらままならない状態となった。自宅の被災対応も不十分なままに緊急出動した相当数の警察官も途中の強い救助活動要請で身動きが取れなくなった。

停電とシステム被害のため信号機が機能しなくなって交通規制を行おうとした警察官も住民からの強い要請の救助に従事せざるを得なくなり道路は渋滞で制御不能状態となった。

新庁舎建設事業のため港島に置かれていた県警本部も被災し対策本部の設置､稼動が遅れた。

c)　医療機関；被災と活動支障､被災者受け入れ

医療機関は､建物被害ばかりでなく医療機器やスタッフが被災して対応機能が大幅に低下した。被害が著しくなかったポートアイランド内の市立中央病院は、アクセスとなる神戸大橋高架が被害を受けて利用に制約を受けた。

傷病者は身近な医療機関へ向かったため混乱は機関ごとに差が出た。医療機関相互の連絡が行われず､重傷者を転送する医療ヘリコプターの利用は8件に過ぎなかった。

日本赤十字や大阪千里の緊急医療センターが被災現地からの要請を待たずに自主判断で出動した点は注目される。的確な状況判断を行った指揮者の存在がある。
③　緊急被害調査と被害の拡大抑制活動
被害を受けた建物の安全性､危険性を評価する応急被災度判定調査は､２次災害防止のため､被害実態の把握調査とあわせて可能な限り迅速に行われるべきことである。4階建て以上の集合住宅とオフィスについて危険なものへ使用禁止処置が行政によって翌日から進められた。しかしながら､阪神地域では被災度判定が制度化されておらず､建設省､建築学会の主導で研究者、技術者の支援による組織的な判定調査活動が行われたのは5日を経過した22日以降であった。また､ほぼ同じ手法の調査が複数の団体･組織で同時に相互の連携が取られずに重複調査が行われ、被災者に混乱を与えた。

明らかに危険な状態で使用を続けた建物も相当数あり､判定調査の迅速さと規制のあり方が検討される必要がある。

専門家による危険度の判定や応急処置のアドバイスは被災者の求めることでもある。適切なアドバイスがなされていたら避難所生活者も少なくなった可能性がある。

緊急時の避難先として想定されている学校なども多数被災しており決して安全でないから使用の可否の判定と安全確保の応急処置は急がなければならない。

④　後方支援体制；後方および隣接地域の支援行動

災害規模が大きくなると被害の軽微な周辺および無被害な後方からの支援が重要になる。

しかし、中央政府などの行政機関や企業の後方支援も迅速とは言い難かった。被災地では､混乱の中で被害の全体的な把握は難しく､通信システムの被害も重なって情報の発信もままならなかった。

被災地からの情報が限定された上に､伝達の仕組みが適切に機能しなかった。

支援する側では具体的な被害の様子を求め､数値情報(死者数､建物被害棟数など)へのこだわりが判断と行動の開始を遅らせた。

被害を受けなかった自治体など後方支援体制の立ち上がりの速さや内容には差があり､状況把握する情報不足、情報伝達システムの欠陥ばかりでなく組織における危機対応の指揮･統率するキーパーソンの有無がその大きな要因と思われる。

人､もの(資機材､食糧など緊急物資)､資金の手配､送り込みが行われた。

⑤　自衛隊；出動の条件と震災対応の装備

自衛隊は､様々な災害時の前線活動部隊として期待されている。

自衛隊の災害出動は､被災自治体の長からの要請か､総理大臣の指示で可能になる。被災地に近い(伊丹市)中部方面本部は､早い時期から自体の深刻さを認識していたが兵庫県知事からの要請が送れたため､部隊の出動がかなり遅れることになった。そのために途中の道路渋滞の影響を受け活動開始が更に遅れることになった。

部隊の装備も地震災害を想定した体制となっていなかったため重機類がなく､いわゆる人海作業となって効率は必ずしもよくなかった。

⑥　災害情報

災害の情報は､状況判断や対応行動の決定に不可欠である。しかしながら､激甚被災地は身の回りの事態への対処に追われ､情報の発信も周辺からの入手も停電や通信システム被害･障害､緊急制御のために困難な状態になった。

災害時の緊急情報の重要性と同時に情報通信システム体系の脆弱性が明らかとなった。

メディアにまず求められるのは家族､肉親や関係者の安否情報であり､災害対応機関､支援組織などが求めるのは被害数量である。しかし情報メディアは被害映像を求めた。

状況、立場による情報のニーズ、役割の違いが明らかになった。また、災害情報のニーズ、役割は状況の展開･推移とともに変化する。例えば､被災地では直後の混乱が一段落すると生活関連情報が求められるようになっていった。

被災現地の判断の根拠は身近で入手できる周辺の状況であり､全体的な被害状況に関する情報の入手は停電､通信障害のため困難であった。

夜が明けて、被災地の上空を多数のメディアのヘリコプターが飛び、伝えた被害映像は災害の重大さを認識させ､周辺地域からの支援を促した。一方､騒音がその下で懸命に続けられていた捜索､救助活動に支障を与えた。

なお、1985年メキシコ地震の際には捜索､救助活動が行われていた間には上空の航行が禁止されたことと大きな違いがある。緊急時の統制のあり方や優先度､報道モラルが議論される必要がある。

被災地内の新聞、放送などの情報メディアも施設やスタッフが被災し、伝達機能の低下となった。他方では、取材競争の非情さも指摘された。

⑥　企業の対応

ビジネス事業所の多くも被害を受けたがほとんど無人であったためビジネス現場での人身被害を免れた。

建物、設備、商品、製品、従業員の被災などの直接的な被害ばかりでなくライフラインの機能障害の影響で被災地内の企業活動は麻痺状態に陥った。

例外的な少数の事業者(外資系企業など)は迅速に大阪などに業務の仮拠点や従業員の生活拠点を確保して事業継続を図った。

２．２　震災緊急対応の教訓

災害軽減のためには過去の被害と対応行動事例が明らかにし､また示唆しているものをくみ上げ教訓とする事が大切である。

教訓を拾い出す視点として近代都市災害の実態と脆弱構造を直視するとともに重大な事態にいたる可能性､兆候を見出すことも重要であろう。

従来の地震防災対策の有効性を検証し残されている課題を明らかにせねばならない。

災害直後からの緊急対応活動は､その後のもの(構造物､設備､･･)、システム、人間関係(個人､地域､組織)､経済構造などの復旧･復興の展開･推移に大きく影響するから特に重要である。

ここでは1995年阪神･淡路大震災が明らかにしたことと､この震災では必ずしも顕在化しなかったことについて検討を試みる。

１）震災の緊急対応項目

大規模災害では､直後に多様な緊急対応課題が短時間の間に同時､集中的に発生する。個人､コミュニティ、組織で対応するその主な項目は順不同で挙げると以下のようなものがあり多岐にわたっている。

①自己防衛､被災建物からの脱出；そのときは誰も助けてくれない(自助努力、自己責任)
②津波や崖崩れ､浸水危険性の高いところでは速やかな避難(緊急状況判断)
③安否確認；家族､肉親､知人

④安否連絡；企業など

⑤捜索､救助､応急処置､搬送

⑥火災の消火

⑦交通規制；対応活動の円滑化

⑧負傷者への医療措置､トリアージュ

⑨危険施設からの避難；著しい損壊､火災､浸水など

⑩災害対策組織の編成､運用､連携

⑪ガス；供給の緊急遮断；火災､中毒の防止

⑫緊急機能回復；電力､通信など

⑬支援要請；人（パワー、知恵、技能）、もの、資金

⑭被害調査；被害把握／人、もの、コスト

⑮２次災害防止；危険表示、立ち入り・利用の制限

⑯被災者のシェルター収容体制

⑰被災者支援物資の提供；食料、衣料・寝具、医薬品、水

⑱余震対策

⑲被災施設の応急補強

２）阪神・淡路大震災で顕在化､明確化したこと

(1) 安全､安心の自己責任、自助努力：自らを守るには

大震災が示したことは､施設用途や人・組織の役割とは無関係に防災性能・能力に応じた被害をもたらす事実である。

強い地震が発生すれば被害は避けられない。災害時に中枢として活動が期待されている消防､警察､行政機関､医療機関も被害を受け活動に支障が生じ活動が限定される。従って､大災害では周りも被災者となるから社会を構成する個人､地域社会､組織体のそれぞれがまず､自分の安全は自分で守る「自己責任原則」を認識する必要がある。

死者の多くが倒壊した建物の下敷きによることは、耐震診断、補強対策の重要さを示す。

また､近代社会が複雑な相互関係でシステム化されているために一部の被害､損傷も火災延焼や道路障害、さらにはライフライン機能障害など周辺へ影響する社会的な責務もあることを周知させ､自覚しなければならない。

各自が被害を最小にする努力､災害への備えを行い､災害から学ぶことが重要である。

しかし個人の力には限界があるから､都市における地域社会の人間関係の希薄化が指摘されているが､緊急時の近隣との連携のあり方を検討しなければならない。(共助・互助)
安全､防災意識の普及､定着には行政による積極的な主導､支援活動が望まれる。

(2)  近代都市､社会システムの脆弱性

高い効率を追求して高度に集積し、高密度化した近代社会システムは内在している災害脆弱性が多様化している。個々の社会要素の被害と同時にそれらが組み合わされたシステムの被害が生じる。

都市環境が高度技術に依存し､集積､高密度化が進むと複雑な社会基盤機能の相互依存関係､低い活動の自立性のために災害の連鎖､波及プロセスは複雑化する。例えば断水が非常発電機の冷却水不足に結びつき､逆に停電は送水の加圧を不能にする。

高度な技術が被害を受けると対応は限られた専門技術者の活動へ委ねざるをえなくなる。

災害の連鎖･波及は直接的な地震動を受けた領域にとどまらない。経済メカニズムから全国規模､あるいは国際的な影響も生じ､社会システム構造の変化を余儀なくする場合もある。

高齢化の進む社会は自己防衛の対応行動力を低下させている。

(3)　技術システムの限界の確認
高い評価を受けている耐震､防災技術も社会システム全般に実現されているわけではない。安全よりもコスト削減など経済的合理性が重視･優先されている現実がある。想定を超えた力を受けると被害を生じるし､維持管理が適切でなければ性能は低下する。強い災害インパクトを受けると被害の発生は避けられない。日常的に社会環境、脆弱構造を点検･直視し、被害を最小にする努力とリスク分析に基づく被害発生を前提とした危機対応､復旧体制の整備が必要である。

(4)　緊急対応と防災意識

被害の連鎖･拡大を最小限にとどめるように迅速､適切な緊急対応がより一層重要になる。緊急対応は事前の学習､訓練など準備体制の整備があって可能になる。

しかしながら､一般に災害の直後に高まる防災意識や危機管理への関心も時間の経過と共に風化し､低下する。特に災害の経験者や対応の当事者以外では意識､関心の低下は速い。震災の安全対策は頻度の高い風水害や事故対応にも関連するからこれらと連動した防災意識を維持･向上する手法が検討されるべきであろう。

地味であるが着実な学校教育や地域社会､企業､行政などにおけるコミュニティリーダーなどを対象とした防災､危機管理意識を喚起､維持する仕組みが検討される必要がある。

(5)　リスクマネジメントの必要性

阪神･淡路大震災を契機に行政､企業などの組織においてリスクマネジメント体制の不充分さが強く指摘された。震災などの危機が発生した場合に､状況判断､対応方針の決定､活動の中枢となるキーパーソン（リスクマネージャー）が不可欠である。リスクマネジメントのキーパーソン（リスクマネージャー）は､日常の危機対応や組織運営の戦略策定､リスク対応の投資や計画立案においても中枢を担う重要な役割と高い能力が期待され､責任と権限を必要とする。

わが国では､組織の運営､経営に組み込まれたリスクマネジメントのシステムはなじみのないものであった。国際化が進み様々な危機が危惧されるようになり危機管理が日常的にも必要になってきている。

活動の中核を担う危機管理のキーパーソン（リスクマネージャー）の人材育成システムの構築が行政、地域社会、企業などに求められる。

着実な安全・安心対策の推進、リスクマネジメント意識を育成する教育・研修システムも検討されるべきである。

３）阪神・淡路大震災で顕在化しなかったこと

阪神･淡路大震災は､多様な災害状況を示したが､近代都市の持つ震災脆弱性､危機対応の課題がすべて顕在化したわけではない。今後の都市震災の被害予測を阪神･淡路震災をモデルとしてしまうことは適切でない。災害の多様性を認識する必要がある。地震の特性や発生時の環境条件次第で被害やその後の事態展開が大きく異なるはずである。

異なる条件下で発生する事態を推論し､検討しておく必要がある。例えば以下のような条件で地震が発生したときの事態の比較が必要であろう。

数値シミュレーションは難しいが災害事例や被害の連鎖･因果関係分析研究を参考にしながらシナリオ的に検討する方法が有効と思われる。

(1) 日中（ビジネスタイム）の地震防災課題

三連休の終わった未明の地震であったため､例外的なビジネスを除き社会活動が行われていなかった。震災では住宅ばかりでなく多くの事業所の建物が重大な被害を受け、道路上にも落下物が散乱した。建物本体被害が軽微な場合も室内は必ずしも安全な状態ではなかった。

オフィス、デパート、飲食店、遊戯施設、さらに教育機関など屋内、屋外には多くの人が分散して執務､往来しており各所で人身被害が発生することになる。身元の確認に手間取り､家族などの安否確認ができないままに対応行動を迫られる。

高架橋などが大きな被害を受けた新幹線や高速道路などでも沿線住民を巻き込む大惨事の発生する可能性が極めて高い。製造業では大重量､高温､有害物質を扱っている産業もあり重大な環境災害へ連動する可能性もある。

(2) 通勤､通学時(退社､帰宅時)の地震防災課題

人の移動量が最も多いのは通勤､通学の時間帯である。通勤､通学に利用される交通機関が多くの個所で重大な被害を受けており多数の被災者が発生する。多数が突然緊急事態に陥った場合にはパニック状況になる可能性が高い。混乱が増幅されてしまう。

(3) その他の緊急対応行動に影響する条件例

地震発生が夕刻であったなら､停電による暗闇の中での状況把握を余儀なくされる。混雑している繁華街などへ分散している被災者の安否､身元確認が困難性を増して､緊急対応出動も数時間の遅れとなる可能性が高い。

阪神地域は､いわゆる「六甲おろし」の強い風が吹く。強風下で地震が発生していれば､火災が広域に延焼拡大し､被災者が逃げ惑った1923年関東地震と類似の状況となった可能性もある。

震災は冬に発生し､寒さが様々に影響したが､夏の震災ではものの腐敗や暑さ対策の課題がある。

震災の実態を記録するばかりでなく､それらが示唆､暗示する教訓を広く汲み取ることは重要である。更なる丁寧な検討､議論が必要である。

２．３　事例に学ぶ緊急対応の課題(優先度､重要度)

－ 迅速､的確に緊急事態へ対処するには －

大きな被害を生じるような地震は､地域性があるが発生する頻度はきわめて低い頻度である。そのため､震災を経験するか､関係した場合には直後に関心が高まるが比較的早く低下する。被災地では当分大きな地震は起きないと思われ､被災地以外では所詮よそ事として見られやすい。

しかし､いったん発生すれば構造物の破壊などの直接的な被害ばかりでなく､複雑化した今日の社会システムでは連鎖・波及する間接的な被害は甚大なものとなりつつある。震災の連鎖・波及する影響は被災地にとどまらず広く、長期、多岐にわたるようになってきている。

社会システム、経済システムへ及ぼす影響の観点で見ると震災の発生はそれほど低い頻度とはいえない。

しかも､地震発生の直前予知が可能と考えられ､予知体制がとられているのはいわゆる「東海地震」のみであり､どこで次の震災が発生するかは不確定である。

無為が失うものと投資コストを比較すれば不確定な災害であっても可能な限りの被害を予防､軽減する努力は必要である。近代社会システムの持つ脆弱性と大規模地震が引き起こす複合災害､連鎖・波及する特性を広く社会へ周知させ防災リスクマネジメントの重要性を認知させることを検討すべきである。

災害対応の安全､安心の意識改革､防災投資を促進する戦略と維持戦略が必要である。

災害の経験とそこからくみ上げられた教訓､整理された知識を有効に活用することが求められている。

１）被害軽減､拡大防止

緊急対応の負荷を少なくするにはまず個人､地域社会､企業などの組織のそれぞれで建造物の耐震診断などのリスクアセスメントに基づき被害を予防､軽減する耐震補強など対策が講じられ､更に教育･訓練など拡大防止対策の準備が重要になる。しかし､安全は、「自己責任原則」が基本ではあるが実際には経済的な負担を伴い実行は困難である。例えば優先的に対応すべきと思われる脆弱性の高い老朽住宅の居住者は経済的なゆとりのない高齢者や低所得住民が多い。

また､複雑化した都市システムでは個々の被害も周辺へ影響を及ぼす。安全問題は公的、政策的な関与が必要である。公共機関が主導する論理的なリスクアセスメントによる分かりやすい危険性の明示と防災の戦略的投資計画､政策的な支援策と指導体制が求められる。課題の優先度､経済的投資負担の合理的説明や期待効果が示される必要があろう。

近年震災を経験した地域､都市では脆弱な要素が顕在化しある面では淘汰されたとも考えられるが､残されている多くの地域､都市には多種多様な脆弱性を内在したままの状態にある。建物の耐震診断や耐震補強を推進する動きがあるが実施例は依然として少ない。

いわゆる既存不適格構造物の防災性能向上と維持管理の技術開発と普及の努力はとりわけ急がれる。

また､高い建設､防災技術が末端の現場までに周知・習熟されていないものもあり､適切な指導と検査体制、施工管理の仕組みの整備が必要である。

社会システム、環境の変化にあわせて資機材、食料、衣料などの備蓄のあり方も検討される必要がある。

２）緊急事態の把握：状況判断（推定）支援システムと情報・通信システムの信頼性向上

短時間のうちに大量で多種、多様な対応ニーズが発生する緊急対応期には､限られた入手情報から事態を把握し､重要度､優先度を判断して意思決定をせねばならない。情報の選別､判断はきわめて重要である。そのためには基礎知識の習得､判断訓練が必要であろう。

震災状況の緊急推定支援のため「リアルタイム地震防災システム」研究開発が課題となっている。早い成果を期待したい。

社会システムが複雑化しているため判断､意思決定に関連する対象､領域が広がっており電話､衛星通信､無線通信､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄなど多様化している情報の発信､収集手段としてシステムの緊急時の信頼性を向上することが求められる。

3）緊急対応の意思決定と行動

周辺の事態や入手した情報から緊急対応すべきと判断したら方針を決定して活動を開始しなければならない。しかしながら､災害規模が大きくなると緊急対応活動が期待される警察､消防や中枢機能を果たすべき自治体行政機関も被害を受けることは阪神・淡路大震災の状況が示している。

地震の直後期は個々人や近隣地域､それぞれの組織体などで安否確認や捜索､救助活動を行わねばならない。メキシコ地震のとき捜索・救助に参加した地域ボランティアが約１００名も犠牲になった。捜索や救助活動には知識、技術を必要とし、実務的な教育・訓練システムが求められる。

カリフォルニア州で実施されているCERT（Community Emergency Response Team） プロジェクトが参考になる。緊急時には地域社会､企業組織で対応するボランティア育成のプロジェクトで､災害についての学習や捜索､救助､応急処置等の実習を習得しライセンスが発行され緊急対応用具が支給される。

わが国には､CERT　プロジェクトも調査､参考にした消防団や自主防災組織の制度があるがより実務的な訓練を検討すべきではないか。

緊急対応を支援する機動性の高い救助装備､器具など技術開発の課題も残されている。

３．震災対応対策の概況と課題

３．１ビジネスなどの災害対応活動の実態概要

防災白書（平成１１年度）から一般的な防災活動の状況を見てみると、企業の職場における防災活動を行っている比率は、阪神・淡路大震災以前よりもむしろ低下している。その一方で家庭では増加している。

阪神･淡路大震災で主な被害が住宅で発生していることが関係しているとも推定される。
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図-1 防災活動の場

出典：防災白書（平成１１年度）
防災白書（平成１１年度）＝「大震災のための心理学的調査（平成10年度警視庁）」によれば企業の事業所における地震防災の主たる活動項目に防災訓練が位置づけられている。

防災組織、行動マニュアル、飲料水備蓄が続いていて企業における安全対策の関心の状況が示されている。


[image: image2.emf]事業所における大震災のための備え

60.2

49.3

46.2

37

30.2

13.2

11

45.9

39

0 20 40 60 80

防災訓練

防災組織

行動マニュアル

外からの支援

自家発電設備

汚雨水の再処

簡易トイレ

飲料水の備蓄

非常食の備蓄

実施率（％）


図-2 事業所の大震災への備え：出典・防災白書（平成１１年度）

阪神・淡路大震災直後には関心が高まり調査・検討されたもののその後の時間の経過とともに最近では経済活動低迷の影響もあって目前の利益が優先され切迫性が指摘されている東海地震の影響を受ける静岡県などや首都機能の集中する東京都などが行う大規模訓練など少数の組織の例外を除き一時日常の話題にもなっていた徒歩出勤・帰宅などほとんど行われなくなっている。更に、防災訓練の中身を別の調査であるが、東京大学社会情報研究所による調査「企業の地震防災対策の現状と帰宅困難者問題－都内事業所アンケート調査から」で見ると、訓練内容は従業員の避難が主であり、担当者の動員、消火・放水、災対本部設置、情報の収集と伝達が続く。
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図-3 事業所の防災訓練内容：出典・「企業の地震防災対策の現状と帰宅困難者問題－都内事業所アンケート調査から」、東京大学・社会情報研究所

３．２　企業､自治体などの地震防災訓練の概況

企業における防災対策や防災訓練に関する情報は一般的な事項を除き業務実態に関連する部分について公表されているものは多くない。行政機関や研究機関による調査データや学会委員会活動における話題、個別につながりのある参加体験者など関係者からの聞き取り情報に基づき検討することになる。

（１）訓練の内容

我が国で一般に行われる防災訓練は､訓練参加経験や調査・目撃事例では、訓練内容は

① 事前に設定され、指示された簡単なシナリオに沿った避難行動､あるいは ② 電話連絡による安否確認および組織間の相互連絡や ③ 消防署の指導による消火訓練などとなっている。また、④“起震車”を利用した地震動の疑似体験や実施例は少なくなりつつあるが⑤ 経路を観察しながら徒歩出勤、徒歩帰宅を訓練とする場合もある。　　

しかし、より実際的に必要となる ⑥ 被災建物の使用の可否判断調査演習や ⑦ 不明者の捜索、救助、応急措置、搬送などが行われることは専門知識、技術講習を必要とするため稀である。⑧ 防災対策や緊急事態への対応のための企業や住民に対する体系的な専門知識、技術の教育・研修はほとんど行われていない。

（ただし、アメリカ・ロサンゼルス市では捜索・救助、トリアージュまでを住民や企業人ボランティアに訓練する実践的なプログラム［ＣＥＲＴ］が１９８５年メキシコ地震を契機として市消防局により構築され、訓練を受けたボランティアが１９９４年ノースリッジ地震で活躍した。その後カリフォルニア州のほとんどの都市に同様なプログラムシステムの導入が図られている。）

また､こうした訓練の時に ⑨ 備蓄されている非常食や飲料水の点検と交換が行われる場合もある。

阪神・淡路大震災以降には、訓練に現実感を付加するために ⑩ 想定被害状況を記入した地図を用いる図上訓練(ＤＩＧ)や、⑪ 参加者に種々の役割を設定するロールプレーによる訓練も行われるようになった。しかし、訓練規模にもよるが準備が大変であり、総務省・消防庁の自治体の防災訓練状況に関する調査結果でも実際的な訓練ができない理由に挙げられているように運営には専門的な知識・ノウハウも必要で、またコストも要することからそれほど実施例は多くはない。

まだまだ被災状況のシナリオ、条件設定、状況想定や訓練の手法などに創意、工夫の余地が多く残されている。

（２）訓練の実施時期、頻度

地震防災訓練は、関東大震災発生の日である９月１日の「防災の日」や９月中に行われることが多く、さらに阪神・淡路大震災の発生した１月１７日にも行う場合がある。年間に１回、２回の訓練では訓練目的にもよるが啓蒙活動、組織体制の確認にとどまり、実効性や経験を継承する成果には多くを期待できないのではないかとの懸念が残る。組織の特性や訓練対象に応じたメニューや頻度が検討されるべきであろう。

（３）訓練の場

訓練の場として一般に避難や消火演習、起震車による疑似体験の場合は施設内広場、対応指揮の場合は災害対策本部を設置する場合が多いが、目的、目標に応じて場所や場面設定を考慮せねばならない。

（４）災害対応と条件設定、運用状況

災害対策本部は、本来緊急事態対応活動の中枢として時々刻々変わる状況連絡情報に基づき、企業のガバナンス（統治思想）に基づき被災状況の判断と対応行動に関する意志決定、被災対応の指揮・統率がなされるべきであるにもかかわらず情報の収集と整理に終始している場合が多い。さらにその責任者は状況推移の報告を受けるだけの役割となっている。

上記の状況から震災対応の状況は、防災訓練項目の構成が阪神・淡路大震災以前に似てきており、訓練参加経験やそれほど多くは無いが訓練実態の調査・目撃した事例、学会の委員会などにおける話題からも多くの企業における防災訓練計画が年中行事化し、形式化しつつある状況が推察される。（災害経験の風化）
現状では、組織における大規模な震災を想定したリスクマネジメント体制は一般にとられておらず、対応計画や活動マニュアルはまだ策定されていないか形式的に策定され、周知は不十分な場合が多い。

３．３　事業体の災害緊急初期対応の基本課題
まず一般に、ビジネスにおける社員・組織職員の震災にかかわるリスクの認識がまちまちであるので、早急に事業組織として基本的な災害対応体制とリスク認識を把握した上で、対応方針を策定して全体的に共有される必要がある。

また、組織と個人を対象とした防災計画と災害対応体制および緊急活動マニュアルは、災害対応のために早急に策定、整備し、全職員、関係者へ啓蒙・周知する必要がある。

組織における震災対応の課題としては

1 組織全体の活動中枢としての震災発生時における対応課題および指揮・統率を行う本部における緊急、応急、業務再開、定常化にいたる対応

2 業務現場における緊急および応急対応、

3 社員･職員の移動時に発生した場合の緊急、応急対応、

4 社員･職員が在宅時に発生した場合の緊急応急対応、

5 被害、損害を最小限にとどめるための事前対策、

6 復旧、復興プロセスと（基幹）業務継続または早期回復
に大別されよう。

また、災害対応の課題は状況の推移とともに変化するから対応体制(要員の人数や役割など)も推移に応じて変える必要がある。

（１）組織全体と中枢部署における震災対応

組織の全体的な対応活動を統括する災害対策本部においては、地震直後から業務の再開、定常化にいたるプロセスの全体組織の指揮･統率を遂行する中枢及び被災現地の組織・体制を迅速に設置して効果的、合理的に運用せねばならない。

震災ばかりでなく、他の災害や事故などの緊急事態から定常化に至る事業･業務リスクの把握と対応の体系化が図られていることが求められる。

· 緊急時の活動拠点

緊急時の活動拠点（災害対策本部）を事前に設定して安全性の確認、必要な機器システム（パソコン、電話、ラジオ、ＴＶ、Ｆａｘ、白板、非常電源‥）、非常用電源などを緊急時に速やかに配置し、稼動できるように環境体制を計画・整備しておく必要がある。また、緊急対応に当たる災害対策要員をあらかじめ指名して、基本的な役割を定め育成し、非常時には自主的に災害対策本部に参集するようにしておくべきである。同時に非常時不在メンバーの役割の兼務や代行のルールも定めておくことが大切である。

本部における迅速な対応を可能にするにはオフィスにおける人的、空間的な被害を最小限にとどめ、必要な機能を確保するようにせねばいけない。

また、予定した対策本部が機能できなくなる最悪の事態に備えて予備の活動拠点となる災害対策本部設定プロセスについても想定しておくべきである。災害対応活動を状況に応じた柔軟に、迅速、的確に開始、運営することがその後の展開を大きく左右する。

被災地とその周辺では停電となる可能性が高く、非常発電機が不調な場合、照明が消え、商用電力を必要とするＯＡ機器、多機能電話などが使えなくなる状態を想定しなければならない。ビルや室内の被害が軽微であっても活動拠点として必要な電力や通信など機能を確保できない場合には災害対応活動が難しくなる。（緊急活動拠点として利用できる）バックアップオフィスが必要となる可能性を想定しておくべきであろう。

一般に、規模の大きなビルには非常用自家発電機が設置されているが、これまでの震災では機能しなかった場合も多い。機能した場合も供給される電力は緊急用エレベーターと避難誘導用の照明が想定されているのみで、テナントへの業務継続のための電力供給は想定されていないことが多い。

一般に、オフィス室内は、机･いす、キャビネット、書架、コピー機など設備・什器類はほとんどが床上に置かれただけの状態であり、大規模な震災の際には移動や転倒し、資料･書類の飛び出しが生じる可能性が高い。職員らの負傷の原因となるばかりでなく緊急行動の障害となり、混乱を増大させる要因になる。大きなゆれにより天井の破損やスプリンクラーのヘッド、配管類破損によって水が噴出し、室内の床や書類などが濡れ、執務の継続が困難になる可能性もある。重要書類が水損した場合の影響は重大になる可能性がある。

震災対策のためには移動、転倒などの恐れのある器物を固定することが望ましいが、室内空間の使い勝手やレイアウトを変更する柔軟性を制約する可能性もあって重要性評価により調整が必要になる。

災害対策本部における震災対応活動は、組織の全体的な震災の緊急対応および復旧・正常化活動、継続業務の指揮・統率を行う中枢としての役割を果たす必要がある。緊急事態に対して適切な中枢機能を発揮するには基本的な枠組み運用のルールと行動規範が設定され、全構成員に周知されていることが必要かつ重要である。(災害対策本部の運営ルール)

緊急事態では中枢における指揮・統率は、混乱を拡大しないために明確なもので統一の取れた権限が裏づけされたものであることが必要である。（大規模震災対応の基本理念、方針の設定）

緊急対応の中枢組織は迅速な判断と意思決定が求められるから、できる限りフラットな構成であることが求められる。重層構造組織では連絡･報告や指示の伝達過程で情報が変質し、判断や意思決定が遅れ、誤ることに結びつきやすい。

緊急事態が発生した場合には迅速に組織体制を立ち上げ、対応活動を遂行する必要がある。災害の規模が大きくなるほど内外の混乱が著しくなるため中枢活動の中核となるメンバーは自主的に参集し活動することが期待される。そのためには自主参集する指標を定めておくことが望ましい。（本部要員参集の指標；災害の規模、想定被災状況）

また、本部要員の役割の分担と権限･責任、不在時の代行ルールも不可欠である。（組織と運営ルール） 

事業･業務に関連する重要･機密情報、データの保全、管理を図る。

緊急対応の中枢を担う（緊急対応本部）メンバーは、災害の規模が大きいほど社会的な混乱が著しくなり、情報・通信や交通などの諸機能が停止または大幅に低下することを覚悟していなければならない。すなわち、判断意思決定する上での情報が乏しい中での活動となることを認識しておく必要がある。（緊急対策本部要員の指名、不在者の代行ルール）

（災害の規模と対応活動の基本フロー）

災害対策本部における地震発生後からの基本的な活動項目を挙げてみる。

· 地震発生時

震災は予知体制がとられている「東海地震」以外は事前警告のない突発的な災害であり、無防備状態で突然に襲う大きく激しいゆれは、人に冷静さを失わせパニック状態に陥りやすい。さらに引き続く停電、断水、交通・輸送インフラ被害などのライフライン機能被害が混乱を増大させる。

このときは、各自の個別判断に依存せざるをえない。それぞれの(演習、訓練を含む)経験やリスクの認識によって対応行動は異なってくる。各個人の自己防御能力の向上を図る必要がある。

ビル、施設の構造体が重大な損傷を受ける可能性は低いと考えられる場合には、まず自らの安全の確保のため落下物、転倒物から身を守ることが基本であろう。講義室、研究室では机など丈夫なものの下に身を隠すことが一般的であろう。身辺の周辺で安全なスペースを普段から確認するようにしておくことが望ましい。

合わせて周辺に高齢者、障害者などの弱者がいる時には彼らに対する保護への配慮が求められる。

· 緊急時、混乱期

地震の揺れが治まってからは、周辺の状況により異なってくる。状況を的確に判断することが重要になる。ビルの構造体が著しく被害を受ける可能性についても想定しておくことが重要である。重大な被害を受けている可能性があると判断した場合には速やかに緊急避難をする。

室内の環境は机の上の資料の散乱や書架、キャビネット､OA機器などの転倒、移動や内部書類の飛び出し、散乱で混乱し、移動・通行が妨げられる可能性が高い。

重量のある硬い落下･散乱物が身体にぶつかれば打撲などの被害となる。当たり所が悪ければ重傷、死亡することもありえる。

また、強い地震と同時に停電となり、行動の障害となることにも十分留意する必要がある。

地震が治まった後も、高層ビルであればゆらゆらとした緩やかであるが大きなゆれがしばらく継続する。

さらに、余震が引き続くために恐怖感は収まらず、混乱はなかなか収まらない。

規模の大きな震災では、被災地と周辺では停電になることは確実であるので照明の停止、エレベーター、自動扉の停止、断水などになる。照明が停止すれば廊下など非常灯や避難誘導灯のみの明かりとなる部分が多くなる。

無秩序な行動は混乱を増大させるだけだから落ち着くように幹部から速やかに的確な指示を出すようにすることが望まれる。(緊急時の指示・通達の体制、手段の整備、指示責任者の指名と研修･訓練などが必要である))

災害状況の迅速な初期判断が重要である。

オフィスの安全性、職員の被災状況、火災の有無などの調査・確認を速やかに行う必要がある。

外出している社員･職員などからの連絡、状況報告を受けるルールを明確にしておかねばいけない。

ビルの構造体が重大な被害を受ける可能性はきわめて低い場合も、電力ケーブルの短絡などに起因する火災や室内の散乱物や移動する機器類などにより室内が危険と判断した場合には緊急避難行動を指示し、的確な誘導を行う必要がある。(避難場所、避難ルートなどの想定と誘導の仕組みを整備せねばいけない)

周辺を点検し、在籍者の所在･安否確認の基本的なルール、チェックポイントを示してあることが望ましい。

一般職員の基本行動は、「周辺および被災地内の被害状況が判明し、帰宅の安全が確認されるまでビル内に待機」を原則とすることが望ましい。（災害対策本部からの指示を待つ）

· 不在者の確認、不明者の調査

地震時にビル内にいたはずで所在の不明者は、エレベーターや倉庫などでの閉じ込めや負傷の可能性があるので速やかな確認調査が必要である。

· 本部災害対策組織の立ち上げ、編成の手順、指揮・統率の進め方（拠点と体制）

地震直後の混乱が収まり次第、組織全体の被災状況への対応や業務の継続、早期の再開に向けて指揮・統率行動をとる必要がある。災害対策本部を開設し、対応の組織を編成する必要がある。速やかな行動のためには、事前に対策本部要員を指名し、役割、権限･責任を明確にしておくほうが良い。更に対策本部要員は、実践的な訓練によって、災害の規模の判断を行い自主的に参集し、効果的、柔軟な対応が取れるようにしておくことが望ましい。また、対応要員が全員参集できるとは限らないので、役割の兼務や代行の基本ルールを定めておいたほうが良い。

災害の規模が大きくなると対策本部の活動も長期化する。要員は適宜交代し活動を継続するように配慮・ルールが必要である。特定のメンバーに作業が集中することは過労や過大なストレスとなるから避けるべきである。

緊急災害対策本部の組織･体制は業務特性を反映した体制であるべきである。優先度を考慮した人数の割り当てが必要である。

本部の設営場所は、人および必要な機能を支援する機器を配置し、活動が可能な広さ、活動環境を確保する必要がある。

対応作業を担当する班の構成と役割の設定は業務の特性を考慮して定める。

本部に必要な機能は、全体統括、情報の収集、指示の伝達、記録であり、更に内外への広報活動、資機材の調達と手配・搬送のロジスティックが必要である。それらの活動のために、TV、ラジオ、電話、Fax、パソコン、ホワイトボードの機器類のほか記録用紙など消耗品が備えられる必要がある。機器類を作動するための電力の確保は不可欠である。確実に電力を確保する方策を準備しておく必要がある。ビルの非常用自家発電の信頼性と緊急の電力供給ルールを確認しておく必要がある。

· 対策本部の基本組織構成例と役割

大規模な震災対応の班の基本的な組織構成として対策本部長の下に統括、情報収集、安否確認・調査、広報、渉外、記録、医療の役割担当をおく必要があろう。中でも指揮・統率を行う統括班と職員の安否や所在、状況の調査・確認を行う安否確認班の役割は大きい。情報を的確に判断できるメンバーを配置する必要がある。

それぞれの班の基本的な役割について述べる。

統括班：上級幹部を中核にして編成

震災対策の中核となる組織で、対策本部長を補佐して収集、整理された情報の評価や判断を行いその結果に基づき震災対応活動の指示・統率の意思決定を実質的に行う。

統括班は、まず情報収集担当班と連携して災害の全体概要を把握することが求められる。災害状況の概要から避難の要否や家族の状況不明で不安になっている職員の帰宅可否、ビル内待機などの初期行動についての指示をできるだけ速やかに出すことが求められる。

統括班のメンバーには的確な情報判断と沈着な意思決定能力が求められる。また組織を統率するためチーフには権限が付与されていることが必要である。

安否確認・状況把握班：総務・人事担当が中心になる。

業務の根幹となっている職員の安否の確認は極めて重要な課題であろう。

職員安否の確認、状況の推定を迅速、合理的に進める必要がある。

情報・通信はネットワークの被災と輻輳によって大幅に機能が低下することは確実である。外部からの報告・連絡は困難で安否確認・状況把握には時間がかかることを覚悟する必要がある。

震災などの緊急事態での連絡、状況報告のルールを確立しておく必要がある。例えば、災害対策本部の緊急連絡電話番号、緊急時のメールアドレスなどを事前に設定し周知を図っておくべきである。災害の規模が大きくなるほど通信手段の輻輳が著しくなり現地からの連絡・報告が難しくなる。被害の分布と程度に関するメディアなどからの情報を分析し職員の被災の可能性についての推定作業も必要になる。状況によっては現地調査が必要になることも覚悟することになろう。

外部からの相談・問い合わせには統括担当と連携して速やかに対応する必要がある。

情報収集班：

情報収集班は、ＴＶ、ラジオ、Website などを利用して災害にかかわる情報を収集し整理を行う。情報は時間の経過とともに変化し、また災害の規模が大きくなるほど情報は混乱、錯綜するから収集する情報についてはその信頼性に十分に留意することが重要である。

必要に応じて被災現場の調査を行う場合も生じてくる。 メンバーは災害と情報に関する基礎知識の習得が望まれる。

広報班：

対策本部の状況分析、判断に基づく職員に対する対応行動の指示や、外部に対する対応方針説明など内外への情報発信を担当する。

職員への被災状況に関する情報の提供や指示の伝達は混乱を最小化するためには重要である。

外部に対する被災状況の説明や方針の表明は社会的責務のうえからも重要で、適切になされる必要がある。

渉外班；上席幹部を中心に構成

業務にかかわるステークホルダーとの折衝や調整を担当する。また、震災対応のための資金の調達なども担当する。

更に、例えば関西など他地区からの対応支援、協力に関する調整も必要になる。

記録班：

時々刻々変化する状況の判断や方針の決定、指示等をきちんと記録しておくことは途中での確認や教訓として活用するために極めて重要である。災害対応の過程では、日常の潜在リスクや対応上の課題が顕在化するから記録の分析を有効に活用することが大切である。
緊急医療班：負傷者などの手当て

程度の軽重はあっても落下、散乱物などによる相当数の負傷者の発生は避けられないであろう。緊急措置、応急医療の体制が迅速にとられる必要がある。救護活動チームを定めておき、救護チームメンバーは、止血や骨折、打撲などの手当てなど緊急措置を訓練･演習によって身に付けておくことが望ましい。負傷者の状況は速やかに災害対策本部・統括担当へ報告されなければいけない。

· 応急期､正常化期の対応

地震後の緊急・混乱期が過ぎれば業務の早期再開、正常化へ向けた作業を行うことになる。

応急対応、正常化のプロセスには相当な時間を要するから戦略的、計画的に作業を進める必要がある。

この時期の作業は、拙速を避け、的確、確実さが必要になる。本部において災害の状況を踏まえた業務再開計画を策定することになる。

業務再開計画は、法人の人、施設、機能システムなど内部の被災状況ばかりでなくステークホルダーの被害やライフライン機能の回復状況などを含む被災地域の全体的な評価を踏まえなければいけない。

まず、業務再開へ向けて作業環境の整備を進めなければならない。

要員の確保が優先的な課題になろう。職員に死者や重傷者が生じた場合には補充や役割の変更、チーム構成の組み換え調整を行わねばいけない。
コンピューターシステムなどを点検し、被災している場合には修復あるいはシステムの交換を行う。記録されていたデータ、情報の修復はバックアップがない場合には困難が予想される。

損傷を受けあるいは落下散乱により逸散した業務情報、データの復元を図る必要がある。業務情報、データの復元はきわめて難しい作業になる可能性がある。

震災に伴う火災で焼失し、あるいは倒壊した建物の中に取り残され取出しが不能になる、損傷によって修復が困難になった業務情報、データの取り扱いについて関係機関、事業者との折衝、調整を行わねばいけない。

業務に必要な環境の整備状況に応じて監査の再開に関してクライアントとの折衝を行なうことになる。

業務プロセスの経過について関係機関への報告も行わねばならない。

被災した職員への復旧や休業中の支援も大切である。

震災からの回復のための資金の調達が重要になってくる。

（２）外部業務時の震災対応

さまざまな地域に分散しての外部業務では、移動の途中で地震が発生する可能性もある。

つまり、街路上や交通機関での震災に遭遇する可能性がある。したがって、大規模な震災では街路上や交通機関でどのような状況が想定されるかを検討しておくことが必要である。

わが国の近代都市の震災状況として、まず参考となるのは1995年阪神・淡路大震災の様相であろう。しかしながら、ほとんど社会活動が行われていなかった時間帯に発生した地震であることに十分に留意しなければならない。オフィス、工場などビジネスの場に大きな被害が生じ、高架道路などの多くの交通インフラ構造物も大きな被害を受けている。また、運行中の列車の脱線や停車中の列車すら転倒している。更に、走行中の自動車の運転が不能状態になったとの目撃証言がある。交通機関の震災リスクは大きいと考えておかねばならない。

· 地震時の屋外の状況

激しい揺れで倒壊した建物が道路をふさぎ、破片や脱落した部材などが街路に落下、散乱して通行者や車に降り落ちる。このような状況は阪神･淡路大震災において随所で見られた。街路上への落下･散乱物などによる人身被害が少なかったのは地震の発生時刻が、社会システムのほとんどが活動していなかった未明であった幸運によることを認識しておく必要がある。

屋外における歩行時や車、列車などの交通機関を利用していた状況で地震が発生した場合には各自がそれぞれの裁量、知恵で危険を避け安全を確保するしかない。

安全の確保の知恵を身に付ける努力が必要になる。

· 揺れが治まってから

速やかに火災、落下物（破片、ガラスなど）、有害危険物の漏洩など周辺の状況を判断し、危険な場合には丈夫なビルの中に避難するなどの緊急対応行動をとるようにする。

安全を確保できたなら、災害対策本部へ状況の連絡に努力する。

周辺の被害や途中地域の治安状況を判断し、①帰宅、②オフィスへ戻る、③避難所で一待機するなどの行動の選択を的確に行うことが重要になる。チームで行動していた場合にはリーダーの指示に従うことが原則である。

判断の指標については別途検討を行う必要がある。

（３）在宅時の震災対応；行動の手順、優先事項

休日や夜間など在宅時に地震が発生した場合には、自己自身や家族の防御、安全の確保が優先的な課題となる。

危険な状態になったと判断すれば家族らとともに緊急脱出を図る。

地震の揺れが治まれば、家族、肉親、知人などの安否確認を行うことになる。不明者がいれば捜索活動が必要になる。

更に、近隣地域社会との連携活動も必要になってくる。

業務にかかわる対応は、家族など個人的な関係者の状況がある程度安定してからと考えるのが一般的であろう。

しかしながら、社会的な役割を考えると個人の立場と組織の一員としての対応においての葛藤が生じる可能性は高い。

住まいが危険と判断された場合や、生活の継続が難しいと考えられた場合には一般に地域の避難場所に待機することになる。

当面の活動拠点が確保されたなら、災害対策本部への連絡・状況報告を行う必要がある。

業務への復帰は、生活のめどがついてからになるであろう。

５）被害、損害を最小限にとどめるための事前対策

災害に対して的確に対応するには事前の体制の確立と整備が不可欠である。その場しのぎでは混乱が増すばかりである。

震災で起きる事態を合理的に想定し教育・研究、施設管理などに及ぼす影響のリスクを定期的に点検し、事前の対策が万全であると思い込むことは避けなければならない。

日常的にリスクを点検し、重要度、対応の優先度を評価し被害･損害の軽減策、リスクへの備えを整備することを怠ってはならない。リスクマネジメント意識の定着を図ることが重要である。
４）対応課題への取り組みの方向

東京圏の地震活動と事業特性や現状における震災への取り組みなどの検討の結果、事業者における大規模震災への当面の対応課題は、直下地震による災害を想定した震災対応と基幹業務の継続、中断期間の最小化のためのBCP（Business Continuity （management） Planning ）の策定と実施計画･戦略の構築が急務であり、具体的には①事業中枢の震災対応（震災対策本部）と業務継続の体制を構築・整備する、②、被災現場における震災対応体制を構築・整備する③各個人の震災対応力を向上する（研修、訓練のシステム）

に大別できる。

BCPは、人命・安全の優先確保を原則として、震災に影響は受けるが基本中枢機能活動が継続する方策が組み込まれ、被災地における迅速、的確な災害対応および被害の軽減策と早期の業務再開、定常化へ向かう環境整備プロセスが立案されている必要がある。

職員が外出する機会の多い業務の場合、外部と災害対策本部との④安否確認・状況把握体制の構築が不可欠である。

本検討では、主として地震発生後の緊急事態に対する対応計画の策定を目的としているが、災害対応のBCPには緊急事態が発生してからの緊急事態対応計画（ICS：Incident Command System）ばかりでなく被害を最小化するための事前対策（Preparedness、 Mitigation）によるリスクの低減活動や、災害対応活動拠点の確保策、更に災害後の業務継続と早期再開計画、業務定常化までの活動計画が体系的に組み込まれていなければならない。

緊急・非常事態への対応は、業務特性とリスクアセスメントに基づく事前の対策備えが周到になされて迅速、的確な行動が可能になることを認識されなければならない。

・安否確認、緊急連絡体制

BCPでは、社員・職員などの安全の確保と安否状況の確認体制は、一般原則として第一優先で取り組むべき課題である。

・事業構成員(社員･職員など)のリスク認識と対応能力の向上

すなわち、社員･職員各人の緊急事態への対応力の向上を図るため、震災対応マニュアルの策定、周知活動と合わせて、震災リスク意識の共有、定着、そして深化を進める研修、訓練計画を早急に策定し、実施、整備すべきである。研修･訓練は活動の中核となるメンバーから行い、段階を踏んで順次普及、定着を図ってゆくことが現実的で望ましい。

あわせて、外部業で各地に分散している職員の緊急時の安否･所在･状況確認システム(体制、ルール、集計ツールなど)の構築、整備と運用の周知に早急に取り組む必要がある。

・業務関連重要情報、データの保全

業務関連重要情報、データは、業務の基盤となる資産であり、業務の継続、早期再開には不可欠である。

収納庫に保管されている業務関連重要情報、データ、資料、論文･図書などは、収納ラックから滑り落ちて散乱する可能性がある。散乱の防止策を含めた非常時の保全および散乱資料の回復体制や破損した被災業務関連重要情報、データおよび倒壊部材に巻き込まれあるいは焼失などによって回収不能となった業務関連重要情報、データの取り扱いを検討することが重要である。しかし、落下防止対策は、取出しが不便に感じる可能性があり創意・工夫が必要である。

・施設空間の環境
身近な課題として、オフィスでは不安定な什器・器具・機器や落下・散乱する恐れの高い机やキャビネットの上に置かれている書類などが観察されているので、緊急時の行動の障害を軽減するために環境の整備、整頓が必要である。

・システムサーバー環境

今日のビジネスは、コンピューターシステム抜きには存続し得ない。システムサーバーの保全と維持は、極めて重要である。地下階に設置されているサーバーシステムは直下地震の激しい揺れを直接に受けるために機能に障害を受ける可能性がある。また、電力の供給が停止すれば機能が止まる。

・緊急備蓄の考え方

緊急事態への対応には“そのときになってからの”調達の困難な食糧など最小限の備蓄が必要であるので保全・管理のコストを考慮しながら非常時の重要度に応じての備えを準備すべきであろう。大規模な震災では3日間程度はモノの調達が困難な状態となり、自立的な対応活動を余儀なくされることを覚悟しておく必要がある。この場合、帰宅困難者への配慮が必要である。
更には、基幹･中枢業務を継続･再開するためのバックアップオフィスなどの確保･整備が重要である。
４．工学院大学における震災対応基本体制の構築の進め方

検討作業の過程で明らかになってきた震災対応体制の課題として以下の点を挙げることができる。

①大規模震災を想定した対応戦略の全体的フレーム構築；日常の活動と非常時の活動

リスクマネジメント体制構築推進の中核チームの構成と戦略の立案

被害の最小化と中枢業務の継続、迅速な業務再開に必要な体制構築のフレームを策定する。関連してバックアップオフィス、データセンターの要否を検討する。

②法人管理部門と大学部門の連携のあり方の検討

キャンパスビル管理体制の非常・緊急事態対応体制との連携、調整

　ビル管理者の非常時の対応計画、体制を確認し、連携体制と災害対応活動拠点、基本機能を確保する。

③震災対応BCPの策定と推進

策定した震災対応のBCPの実現のために執務環境整備、備蓄･備品やバックアップの仕組み整備、安否確認の仕組みなどを計画的に推進する体制を整備する。

④震災対応の方針・理念の確立と周知；

人命安全優先と社会的責務を確認し震災へ対応する姿勢を明確にする。

⑤震災対応の仕組みを整備：活動支援システムなど整備計画

事前対策と震災発生後の対策本部運営のあり方

安否確認・状況把握、震災対応活動記録・管理の体制など震災対応BCPの具体的な活動を行う。

震災対応活動のための備えとして最小限の備蓄・備品の整備を進める。

⑥震災対応マニュアルの体系の策定

災対本部を中核とした、緊急連絡ネットワークや安否・状況の確認など震災対応活動を運営するためのガイドを定める。

また、個々人の緊急行動のための指針を定める。

更に、訓練・演習によって改善、改定を行う。

⑦震災対応力を向上するための研修・訓練計画の策定

⑧緊急対応の人材育成を推進する。

１）法人管理部門と大学部門の連携のあり方

キャンパスビルの管理・緊急事態対応体制の課題；連携、調整、対応活動拠点の確保
震災対応の体制は、キャンパスビルの耐震安全性能特性と合わせてビル管理･運営、保全の震災対応の考え方、入居者に対する緊急時の取り組み方針に大きく関連する。

一般に、従来のビジネステナントビルの防災対策は、火災の消火、排煙と緊急事態での避難誘導が主体となっていて、テナントが活動を継続することを想定していないことが多い。一方、大学にとって教官・職員、学生の安否の確認など緊急事態に対する迅速な初動を行う指揮・統率活動のための拠点の確保は必要、不可欠である。

しかしながら、ビル管理部門からの緊急時の情報の提供や、非常事態の判断と避難誘導体制、テナントの業務継続への協力体制（電力の供給など）についての調整は、テナント事業者が的確な緊急対応活動を遂行する体制に大きく関連する。

災害対応体制の構築には、ビルの安全ばかりでなく、対応活動のための基本的な機能（機器類を働かすための電力や情報通信、飲料やトイレ用水など）と作業環境が確保された要員を収容できる拠点となる場所が必要である。

大規模な震災におけるビル内の機能環境（停電、断水、情報通信など）について把握しておかねばならない。特に、給電システムと情報通信機能は緊急活動に大きな影響を及ぼす。

一般的に一定規模以上の施設では、大規模な災害で広域の停電となった場合には、非常自家発電機が稼動することになっているが、電力の供給される対象は限定される。制限された非常灯、避難誘導照明や緊急用エレベーターなどとなっており一般オフィスフロアには給電されない。そのため、商用電源を用いる機器は使用できなくなる。また、セキュリティシステムも機能しなくなる場合がある。

通信システムも回線の交換機システムに給電されなければ機能しない。バックアップの電池の容量は一般には最大でも約1.5時間程度である。（バックアップのバッテリーが転倒してしまう場合もある）

非常事態に対策本部がおかれるフロアにビルの非常発電機からの給電が確保できるようになることが望ましい。フロア単位の小型自家発電機の設置は燃料の保管など消防法の制約を考慮すると難しい。

緊急時の給電体制サービスの改善に関するビル管理者との早急な調整が必要である。

配管系に被害が生じなければ、屋上および地下貯水槽を利用する給水の機能は期待できるが地震による配管系の被害の事例は多い。漏水、断水の事態を想定することは必要である。

ビル管理者から緊急時に必要な機能の提供サービスが受けられない場合には自前で水や空調などの機能を調達し、保全について管理者と調整を図る必要が生じる可能性がある。
以下の検討は、災害対応活動拠点の安全と基本的な機能が確保された前提で首都圏直下地震を想定した対応マニュアル策定の手順の検討を進める。

２）震災対応体制（ICS：Incident Command System）の構築・整備

首都圏では直下地震が発生する可能性が高まっており、（最近の中央防災会議の発表によれば、これからの３０年間に首都圏直下でマグニチュードM=7クラスの地震が発生する確率は約70％とされた）早急に対応組織･体制を整備する必要がある。ついで、組織･体制が的確、有効に機能するように人材の育成、啓蒙、訓練などを実施することが必要である。

大規模な災害が発生した場合には、通常時の体制から緊急対応の体制へ速やかに移行しなければならない。

災害対策本部は、災害対応の中枢として組織全体を指揮・統率する役割を担い、地震直後の緊急期の混乱への対応ばかりでなく中枢･基幹業務の継続、更に一般業務の再開、定常化までを見据えた体制でなければならない。また、震災による被害を最小化するための事前対策の推進と供えの計画的な整備および緊急事態に的確に対応するには日常における研修や訓練などによる能力向上活動が不可欠である。こうしたリスクマネジメント活動の中核となるチームや緊急時活動のリーダーとなる人材の育成を急ぐ必要がある。

①震災対応の理念、基本的な考え方

人命の安全確保の優先原則
大学のシステムを構成する教官・職員、学生など全員の安全確保が一般原則として重視・優先されることが必要である。

しかしながら、地震は突発的な緊急事態であり、個々人の安全の確保はそれぞれが行わねばいけないことの自覚の徹底を図らねばならない。（自助行動の重要性）

しかしながら、大規模な震災では被害の発生を避けがたい面もあり、事前の対策と地震発生後の迅速・的確な対応によって被害の最小化と拡大の抑制を図らねばならない。

②震災対応の基本的な流れと課題

震災のとき、通常時間帯であれば災害対策を推進する本部要員や一般教官・職員の動きは下図のようになると考えられる。

まず、自らの安全の確保に努め、揺れが治まってから周辺の状況を確認し、一般教官・職員は自席あるいは講義室などで待機して対策本部へ状況報告を行い、指示を待つ。災害対策本部要員は速やかに本部設置場所として想定されている施設に参集し、災害対策本部を開設する。
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図-4.1 震災時の緊急行動の基本的な流れ

０）地震の発生時

地震が発生したときは、まず基本的に自ら（と家族）の安全を確保するようにせねばならない。時と場所を選ばない、突発的な地震の衝撃には周辺からの助けはほとんど期待できない。室内では机など丈夫なもので崩落、落下物などから身を守らねばならない。しかしながら遭遇した場所、周辺環境によって災害の状況が多様であるので防御の仕方も多様となる。例えば、運行中の列車内で直下地震に遭遇すると脱線・転覆の恐れすらあり、対処が非常に困難な場合もある。また、夜間であれば、停電の暗闇の中で対応することになる。

地震の激しい揺れは、1分程度であるのであわてないことが肝要である。しかし、激しい揺れや停電、モノが落ちて破損する音などの中では冷静になることは難しい。とっさの判断と行動は普段の行動、心がけが反映されるから周辺のリスクを点検し、瞬時の反応を心がけ、練習しておくことが望ましい。
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図-4.2　緊急初動の基本
１）地震の揺れが治まってから

災害への直後からの緊急対応は活動時間帯の場合と活動時間帯外の場合で異なる。

· 通常時間帯の災害対応

キャンパスビル本体が重大な損傷を受ける可能性は低い場合、通常時間帯であれば、ビル内の学生、教員、職員は、原則として自席において落下物などによる負傷者、エレベーター閉じ込めなどによる不在者の確認など、周辺状況を把握しながら災害対策本部からの指示を待ち、災害対策本部の要員は下図のような災害対策本部室への参集、本部の開設など対応行動をすることになる。災害対策本部の迅速な開設と運営はその後の大学機能回復・復旧に大きく関係する。

高層ビルは、重大な損傷を受ける恐れは低くとも大きく揺れるために心理的に恐怖感を募らせ、混乱する可能性が高い。落ち着いた対応が求められる。

万一、キャンパスビルが重大な損傷を受けるか、火災が発生･拡大する明らかな非常事態では一般的原則としてビルの管理者から状況の連絡と避難の勧告放送が行われることが期待されており、その場合には教官、管理職員の指示にしたがって秩序良く避難を行う。しかし、大規模震災ではビル管理職員が被災、あるいは混乱する可能性が高く避難連絡がないことも想定すべきであろう。

エレベーターや倉庫などに閉じ込められた場合は、落ち着いて所在を知らせ、救出を待つことが原則である。

停電やエレベーターの停止の状況で速やかな対策本部の開設が求められる。非常階段の点検・確認、停電によるセキュリティドアの動作への影響を確認する必要がある。停電の影響を受けるシステムであれば無停電装置の導入など対策を早急に検討する必要がある。

外出している学生・教官・職員は、安全を確保した後、可能な手段で災害対策本部へ連絡をとり、所在、安否状況を報告することが求められる。学生・教官・職員は、非常時の連絡手段について理解しておくことが求められる。緊急時の対応、連絡先、身元を記入した緊急対応カードを常時携行することが望ましい。

· 帰宅困難者への対応

· 通常時間外の対応行動；遠隔地居住の災害対策本部要員

災害対応を担当する職員、教官は、近距離居住者とは限らない。

業務時間外に地震が発生した場合には、災害対策本部要員は原則として対策本部への参集が求められる。この場合にも本人および家族の安全の確保が優先されることが基本である。自宅が損壊し、自らや家族が被災した場合は救助、応急手当など緊急対応が必要であり、また無事であっても家や周辺が危険と判断したら家族などを緊急避難させた後に参集の可否を考えることになる。しかしながら、被災した場合や、周辺が危険な状況では参集は困難であろう。

参集をしようとした場合も、災害の規模が大きくなると途中の状況が危険な場合があり、無理をすることは被害を拡大し、対策本部の混乱を増すこととなるので、いったん帰宅あるいは避難所へ戻り、状況を可能な手段で報告するようにする。

外出中であれば、周辺の状況に応じた柔軟な対応が必要になる。混乱に巻き込まれないように的確、迅速な判断と行動が求められる。

参集移動の途中で消火や救出作業の支援を求められることも想定される。緊急時の役割を踏まえた行動選択の判断が必要になる。

東京圏では、遠距離通勤・通学者が多い。遠隔地居住の災害対策本部要員は、移動するのには長時間を要し、参集が困難となるので、業務時間外に発生した場合の対策本部の開設が遅れることを覚悟し、さらに緊急対応活動の運営を役割の兼務などによって参集可能な範囲の最小限の人数体制で行うことも想定して活動事項を習熟するように演習しておく必要がある。
また、非常時であるので、キャンパスビルへの立ち入りの手続きを確認しておく必要がある。

通常時間外の災害では、対応要員の参集・召集に時間を要するため、対策本部の設置は相当に遅れることになる。

②震災対応マニュアル
可能性が高まっている東京直下地震で想定される事態に迅速、的確に対応し、人、施設など直接被害の最小化と業務の中断・停滞を短期間にとどめ、早期再開を目指す活動ガイドラインとしてマニュアルを策定し、更にその周知のための研修や訓練を行うことが必要である。

震災時の行動・活動ガイドラインとして、組織の取り組みの対策本部緊急対応マニュアルと個人の緊急行動の指針を策定し、整備を進めることが当面の課題としてまず必要であろう。

更には、日常のリスク点検・対策マニュアルや災害対応研修マニュアル、訓練の企画・運営マニュアル、災害からの復旧・活動回復マニュアルなどを整備することが望まれる。

１）災害対策本部緊急対応マニュアル

業務組織の中枢として大規模な震災に的確に対応するために対策本部の設置と運用について記述する。

マニュアルには以下のような項目が基本的に構成されている必要がある。

震災対応の基本方針

本部の組織体制と役割

要員が不在時の役割を代行するルール

本部設置のプロセス

本部の主要な活動と連携する機関

安否・所在確認、不明者捜索、緊急連絡

負傷者緊急応急措置の手引き

a)震災対応の基本方針

事業組織全体として、人命安全をまず優先する基本原則の下で、被害を最小限にとどめ、迅速・的確な対応活動を推進する。しかしながら、突発的な災害である地震に対しては各個人が安全を確保する必要がある。外部業務先で震災に遭遇した場合は、クライアントの災害対応活動と連携し、行動することが原則となる。クライアントの対応が混乱した場合には外部業務チームはリーダーの指揮の下で秩序ある対応をとる。

災害対策本部のメンバーは自主的に本部を開設する想定会議室などへ参集して速やかな対策本部の開設を目指す。

教官・職員は、緊急・混乱期に対処した後、可能な手段によって安否状況を対策本部へ連絡する。

b)対策本部の組織・体制と役割

災害対策本部は、事前に設定されている会議室を活動の拠点として開設し、事業トップを本部長とする組織体制で災害状況の判断や事業者としての対応活動の方針決定や指揮・統率を図ってゆく。

本部活動の拠点施設が安全な場合には、事前想定している会議室に災害対策本部を開設して推進する。

対策本部の組織体制は下図のように編成する。
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図-4.3 災害対策本部の構成(案)
対策本部が速やかに機能するためには活動できるための室内環境とパソコンや情報収集のためのＴＶ,ラジオなどなどの機器と電力、情報･通信ネットワーク、記録資機材など必要な基本機能、機材を整備しておくことが大切になる。パソコンは、ノート型が機動性、バッテリーのバックアップがある点、非常自家発電機の電圧不安定に対処できることなどにおいても有利である。

TV、ラジオはバッテリーで働くポータブル型が望ましい。給電能力があれば情報の確認のためにビデオレコーダーを備えることも有効であろう。

対策本部を構成する各班のリーダー、サブリーダーは、緊急時対応の中核として的確で迅速、柔軟な状況判断と意思決定する役割が期待される。チームを指揮する権限･責任、能力、参集の難易度を考慮して指名しなければならない。リーダー、サブリーダーには役職者が望ましい。

任命された災害対策本部要員に災害対応のあり方やそれぞれの役割を周知し、計画的な研修と訓練･演習が行われる必要がある。

ｃ）対策本部への参集と本部の開設

緊急事態に迅速に対応するため、あらかじめ指名されている災害対策本部の要員は、召集・動員指令を待つことなく自主的に参集することが求められる。特に、活動の中核となるリーダー、サブリーダーは迅速な参集が必要である。外出機会の少ない幹部社員が担当することが考えられる。

参集に際しては、ビル内の停電、断水や混乱状態を配慮し、また電力供給が制限されエレベーターが停止し、照明も制約されることを認識しておく必要がある。したがって、フロア間の移動は階段を利用することになる。上下階移動の労力を十分に認識しておく必要がある。一般機器・設備への電力の供給が停止されるため、機能が停止し自動ドアなどの開閉は手動で行うことになる。停電による設備・機器への影響を点検・確認しておかねばならない。

また、セキュリティドアシステムが設置されている場合には停止することで入室が不能になることも考えられる。室内は、卓上に置かれていた書類などが落下・散乱し、一部ではスプリンクラーシステムを含む配管類の損傷によって漏水・散水も想定される。移動には引き続いて発生する余震に配慮して頭部を落下物から保護し,フラッシュライトを携行することが望ましい。これらの緊急行動障害や引き続き発生する余震を想定しながら参集することが必要である。また、参集途中の状況を観察し、対応方針検討の参考とすることも心がけるようにする。

参集した災害対策要員は、各々が連携協力して対策本部室を震災対策用に配置し、電力の確保と情報・通信システムの機能をチェックし、パソコンなどの機器の接続を速やかに行う。

施設管理者から非常発電による給電が行われない場合には、個別に自前の発電機を設置して必要な電力を確保せねばならない。調達、保管に関して施設管理者との連携について調整が必要であろう。

突発的な震災では、災害対策本部の要員がそろわない。参集の遅れや参集が困難な要員が生じる。不在要員の代行や兼務のルールを定め、周知を図って緊急時に円滑、迅速な活動ができるようにしておかねばならない。一般にリーダー不在の場合はサブリーダーが代行し、両者とも不在の場合はチームの職位上位者が代行する。

ｄ）対策本部の運営

災害対策本部の運営は、本部長席、統括班の指揮・統率の下で対応体制を編成して進める。

参集した要員の点呼を行い、所在の不明な災害対策本部要員、特にキーパーソンには、緊急連絡を呼びかける。緊急連絡のルール（グループ化、順位など）を定めておいたほうが良い。

· 緊急連絡と安否の確認、情報の収集と分析、被災者対応

災害対策本部では、教育、研究業務が人的な資源に依存している特性を考慮すれば教官・職員および学生の安否、所在、状況の確認に関連する活動が重要な作業となる。

所在、安否連絡の呼びかけと報告・連絡結果を集計する作業を平行して進める。

特に大学休暇期間中は、学生、教官、職員がリスクの異なる各地に分散し、しかも通信機能が輻輳、混乱する状況下で所在、安否の確認作業は極めて困難であるので数日以上にわたることを覚悟しておく必要がある。

外出先や移動経路を含む多様な環境に分散しており、震災リスクの高い地点では死傷被害や連絡不能な環境におかれる事態も想定しておく必要がある。

状況次第で外出先や負傷者が搬送されている医療機関、避難所、身元不明者の収容施設などへ安否確認の調査部隊の派遣も検討する必要が生じる。

安否連絡の状況と、メディア（ＴＶ、ラジオ、Ｗｅｂなど）からの被災地内の状況に関する情報の収集・分析作業は連携して進めるべき重要な項目である。

対策本部では、災害の全体的な状況を的確に把握することも重要である。（情報収集・分析）

被災を免れて待機している学生、一般教官・職員が家族の安否の不明な状態で不安な心理状態の置かれていることに十分に配慮して適宜判明した災害の状況を伝達することが必要である。（内部広報活動）

業務に関係する省庁(文部科学省など)や関係機関などステークホルダー(父兄、下宿など)の被災状況の把握も重要な作業項目である。

災害関係の情報の収集と分析は、安否の確認が取れない社員・職員の消息を推論するためにも極めて重要である。すなわち外部に出ている安否確認が取れない社員・職員の行き先の監査業務先地域や途中経路の被害が著しい場合には、被害に巻き込まれている恐れがある。更に、災害情報はビル内に待機している学生、教官･職員の帰宅の可否に関する判断を行うためにも不可欠である。

また、学生、教官・職員の父兄、家族などからの問合せにも的確に対応せねばならない。

業務に関係する省庁や関係機関、メディアなどから被災の程度についての取材調査を想定しておく必要がある。（広報）
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図-4.4 緊急対応活動の枠組み

· 負傷者などの緊急医療活動

施設ビル本体が重大な損傷を受ける可能性は低い場合も、机やキャビネット、棚などに置かれたものが落下、転倒して負傷者が出る恐れはある。また、避難行動時の転倒や落下物、散乱物などによって負傷する可能性も高い。緊急医療チームにより速やかな応急手当を施す必要がある。万が一重傷者が発生した場合には医療機関へ搬送せねばならない。

緊急救護メンバーは、応急処置を習得しておくことが望まれる。

災害対応に要する期間は災害の規模により異なる。

想定している直下地震による災害では安否の確認には数日から1週間程度を要すると思われる。その後、研究・教育業務を再開するためには数ヶ月以上を要すると思われる。

大まかな災害対応活動期間の目安は下図のようになろう。災害対応の身体的、心理的な負担は大きいから、集中しないように担当者を交代させるように組織・体制運営に十分に留意する必要がある。

緊急初期対応→応急活動→業務再開調整→業務定常化　の対応活動フェーズの切り替え判断、体制の調整が重要になる。

業務の再開には、教官・職員自身や家族の被災によって業務への早期復帰が困難な教官、職員を除いた業務体制の再構成が必要になる。
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図-4.5 大規模な震災の対策本部活動の目安

災害の状況によって変化する

· 安否･所在確認、緊急連絡体制（システム）の構築

災害では、被災者、所在不明者の把握は優先課題である。

従来、組織における災害時の安否の確認は、非常連絡先電話番号を定めて連絡による方法が一般的であった。しかし、多人数の対応は通信回線の輻輳に加え、一斉集中するために混乱が著しくなる。更に、集計作業も煩雑になり重複などによって手間取るばかりでなく正確さを欠いてしまう。

災害時の安否連絡の方法としてNTTの「伝言ダイヤル１７１」システムなどが開発され、普及が図られている。これらのシステムは家族や小グループの消息・伝言を伝達するには有効でも大きな組織の安否確認手段としては不向きなように思える。

災害時の安否確認の重要性が着目され、いくつかのシステム開発が行われている。

· 業務関連情報、データの被災調査と修復・保全

業務に関連する情報、データは、業務遂行の基本をなす重要な資産であり、業務の継続、早期の再開には不可欠である。

業務関連情報、データなどは、通常時には倉庫のラック棚に収納･保管されることが多い。また、最近の業務関連情報、データは電子化されサーバーのディスクに記録･保存されるのが一般化している。

電子化された情報・データは、保存しているディスクが強い衝撃や水損などによって損傷した場合には修復が困難になる恐れがある。バックアップファイルによって多重化して保全することが望ましい。

· 業務関連システムの確認調査と被災の修復

今日の業務は、様々なＩＴ技術システムによって支えられている。これらのシステムが地震によって損傷を受けた場合の影響は予測しがたい面がある。精密な機器であるコンピュータは激しい衝撃には強くない。

直下地震では激しい衝撃が直撃することになり、システムが被災する可能性は排除できない。バックアップ体制をとることが望ましい。

地震の後、速やかに損傷の状態を調査し、修復に取り掛からねばならない。

5． 今後の課題
近代都市の1995年阪神･淡路震災の被害状況と対応の組織体制や個人および組織、地域社会の活動･行動に基づき震災対応の基本的なあり方について検討を行った。
工学院大学は、都心に立地する高層ビルキャンパスの空間構成の特徴を持ち、教育･研究機関として人、空間、設備･機器、機能の構成がある。
本報告では、概略的な特性の検討によって震災対応体制の基本について考察を行っているが、より実践的な組織･体制の構築には、さらに詳細な管理体制の評価、調査、シミュレーションに基づく検討などが必要である。

さらに、大規模な震災などの非常事態に備える災害対応体制を構築し整備･改善を継続的に推進することが重要な課題である。

主な今後の課題を順不同で以下に列挙する。

· 大学の特性、震災リスクの確認･評価；高層ビルキャンパス（縦の動線）、設備など
· 教育･研究機関としての大学のリスクマネジメント体制の現状の把握
· 大学の日常の管理組織･体制と災害対応の体制への移行の仕組みと課題の洗い出し
· 被害を最小化するための事前対策事項の洗い出しと優先度、重要度の評価

· 想定地震によるキャンパスビルの応答性状、フロアレスポンスと対応行動の検討；大きな揺れが屋内環境や人の心理、行動に及ぼす影響の検討
· 応答解析シミュレーション結果の評価と活用
· リスクマネジメント活動コアとしてのタスクフォースの充実；研修、演習などの企画
教材の選定、訓練シナリオの構築、実施スケジュールなど
· 対応体制の組織化と整備、具体化のスケジュールの策定；本部設置場所、備品など
· 負傷者、所在不明者への対応；応急医療と重傷者の医療機関への搬送体制の検討
· 学内及び周辺地域帰宅困難者への対応策の検討、立案

· 収容スペース、食料･飲料水など、トイレ、暑さ･寒さ対策
· 近隣被災者対応と被災者支援ボランティア活動のあり方
· 地域連携のあり方と仕組みの検討

· 震災対応行動、活動の重要度･優先度の評価

· 一般教官･職員･学生に対する啓発活動：パンフレット作成･配布やフォーラム開催など
· 訓練･演習計画の策定
· 教職員、学生の安否･所在確認システムの基本設計と構築スケジュール

· 緊急初動から業務回復への基本戦略の策定；震災のフェーズ展開を考慮したＢＣＰ
· 緊急地震情報など最新の研究･開発技術の有効活用のあり方の検討
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図3.13　地震防災訓練の内容

		情報の収集と伝達 ジョウホウシュウシュウデンタツ		53.2

		防災担当者の動員 ボウサイタントウシャドウイン		64.9

		防災対策本部の設置 ボウサイタイサクホンブセッチ		54.5

		防災用施設・設備の緊急点検 ボウサイヨウシセツセツビキンキュウテンケン		41.6

		応急保安措置 オウキュウホアンソチ		24.7

		従業員の避難 ジュウギョウインヒナン		83.1

		外来者の避難 ガイライシャヒナン		20.8

		出火防止（電源遮断・ガス供給停止） シュッカボウシデンゲンシャダンキョウキュウテイシ		35.1

		防護訓練（身を守る緊急措置） ボウゴクンレンミマモキンキュウソチ		37.7

		消化・防水 ショウカボウスイ		58.4

		救出・救護 キュウシュツキュウゴ		40.3

		炊き出し・給食 タダキュウショク		1.3

		給水 キュウスイ		6.5

		非常持ち出し・搬出等 ヒジョウモダハンシュツトウ		19.5

		防災用資材の取り扱い ボウサイヨウシザイトアツカ		26

		その他 タ		9.1
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図3.13　地震防災訓練の内容（N=77）　複数回答
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図5-4-1　何らかの防災活動を行っている場合



図5-4-2　事業所における大震災のための備え

		防災訓練 ボウサイクンレン		60.2

		防災組織 ボウサイソシキ		49.3

		行動マニュアル コウドウ		46.2

		外からの支援体制 ソトシエンタイセイ		37

		自家発電設備 ジカハツデンセツビ		30.2
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		簡易トイレ カンイ		11

		飲料水の備蓄 インリョウスイビチク		45.9

		非常食の備蓄 ヒジョウショクビチク		39
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図3.13　地震防災訓練の内容

		情報の収集と伝達 ジョウホウシュウシュウデンタツ		53.2

		防災担当者の動員 ボウサイタントウシャドウイン		64.9

		防災対策本部の設置 ボウサイタイサクホンブセッチ		54.5

		防災用施設・設備の緊急点検 ボウサイヨウシセツセツビキンキュウテンケン		41.6

		応急保安措置 オウキュウホアンソチ		24.7

		従業員の避難 ジュウギョウインヒナン		83.1

		外来者の避難 ガイライシャヒナン		20.8

		出火防止（電源遮断・ガス供給停止） シュッカボウシデンゲンシャダンキョウキュウテイシ		35.1

		防護訓練（身を守る緊急措置） ボウゴクンレンミマモキンキュウソチ		37.7

		消火・防水 ショウカボウスイ		58.4

		救出・救護 キュウシュツキュウゴ		40.3

		炊き出し・給食 タダキュウショク		1.3

		給水 キュウスイ		6.5

		非常持ち出し・搬出等 ヒジョウモダハンシュツトウ		19.5

		防災用資材の取り扱い ボウサイヨウシザイトアツカ		26

		その他 タ		9.1
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「防災に関する世論調査」

				H9		H7		H3

		家庭 カテイ		74.8		73.7		60.2

		職場 ショクバ		58.3		58.9		65.1
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図5-4-1　何らかの防災活動を行っている場合



図5-4-2　事業所における大震災のための備え

		防災訓練 ボウサイクンレン		60.2

		防災組織 ボウサイソシキ		49.3

		行動マニュアル コウドウ		46.2

		外からの支援体制 ソトシエンタイセイ		37

		自家発電設備 ジカハツデンセツビ		30.2

		汚雨水の再処理設備 オアマミズサイショリセツビ		13.2

		簡易トイレ カンイ		11

		飲料水の備蓄 インリョウスイビチク		45.9

		非常食の備蓄 ヒジョウショクビチク		39
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